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1 R4.9.14 R4.11.9 兼職承認通知書 1 1 産業労働局商工部調整課

2 R4.9.14 R4.11.9 兼職承認通知書 3 1
産業労働局農林水産部調
整課

3 R4.10.28 R4.11.11 令和２年度水素社会実現に向けた燃料電池ごみ収集車運用事業における東京都負担額の確定文書 3 1
産業労働局産業・エネル
ギー政策部新エネルギー
推進課

4 R4.10.31 R4.11.14 森林法第34条第２項及び第34条の３第１項の規定の違反について 2 1 1 1

・個人の財産の情報を公にすることにより、個人の権利及
び利益が侵害されるおそれがあるため
・公にすることにより、当該法人の事業運営上の地位及び
社会的評価当が損なわれるため

産業労働局森林事務所保
全課

5 R4.10.31 R4.11.14
住所が〇〇、屋号「●●」である店が都に提出した営業時間短縮等に係る感染拡大防止協力金の申請
書類一式

1
請求のあった文書があるかないかを明らかにすることで、
非開示情報を開示してしまうこととなるため

産業労働局総務部企画調
整課

6 R4.11.5 R4.11.16

（訓練期間　平成28年４月～平成30年3月）
平成29年3月31日付委託事業実施結果報告書（様式第10号）及び別紙
平成30年3月31日付委託事業実施結果報告書（様式第10号）及び別紙
（訓練期間　平成29年４月～平成31年3月）
平成30年3月31日付委託事業実施結果報告書（様式第10号）及び別紙
平成31年3月31日付委託事業実施結果報告書（様式第10号）及び別紙
（訓練期間　平成30年４月～令和2年3月）
平成31年3月31日付委託事業実施結果報告書（様式第10号）及び別紙
令和 2年3月31日付委託事業実施結果報告書（様式第10号）及び別紙
（訓練期間　平成31年４月～令和3年3月）
令和 2年3月31日付委託事業実施結果報告書（様式第10号）及び別紙
令和 3年3月31日付委託事業実施結果報告書（様式第10号）及び別紙
令和 4年2月21日付委託事業実施結果報告書（様式第10号）及び別紙

90 1
産業労働局雇用就業部能
力開発課
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7 R4.11.4 R4.11.18

次の委託訓練事業に係る、当該委託契約上の仕様書「５業
務内容 (3)訓練の実施に付随する業務 ⑮生徒に対し、東京都
が作成するアンケートを配布し、訓練修了時に回収し、東京
都へ提出すること」に基き、回収されたアンケート全部
・訓練機関（委託先）：東京豊島IT 医療福祉専門学校
・訓練科名：介護福祉士養成科
・訓練期間：平成29年4月～平成31年3月

1 当該公文書は廃棄済であり、現在は存在しないため
産業労働局中央・城北職
業能力開発センター再就
職促進訓練室

8 R4.11.5 R4.11.18

〇離職者等再就職訓練 介護福祉士養成科 委託事業に係る、以下の委託先との委託契約に付随した仕
様書上、「５ 業務内容」に定められた、「(3)訓練の実施に付随する業務 ⑮生徒に対し、東京都が作
成するアンケートを配布し、訓練修了時に回収し、東京都へ提出すること」に基き、回収されたアン
ケート結果（2契約分）全部
・訓練機関（委託先）：東京豊島IT 医療福祉専門学校
・訓練期間：平成28年4月～平成30年3月
　　　　　　平成30年4月～令和 2年3月
〇上記の事業において、上記委託先機関と東京都で締結した、以下の各期間（全４期間）の契約に係
る、仕様書「５業務内容⑶⑫」に規定された「運営状況調査」の実施報告書又はそれに相当する結果
を記した文書（各期間（４契約分））全部
・訓練期間：平成28年4月～平成30年3月
　　　　　　平成29年4月～平成31年3月
平成30年4月～令和 2年3月
平成31年4月～令和 3年3月

1 当該公文書は廃棄済であり、現在は存在しないため
産業労働局中央・城北職
業能力開発センター再就
職促進訓練室

9 R4.11.7 R4.11.22

２０１４年にＩＰＳＮ（知的財産戦略ネットワーク株式会社）が東京都：指定テーマ「ライフサイエ
ンス・健康産業分野におけるインキュベーションHUB」を代表事業者として実施した事業に関する文書
１　起案文書・会議議事録・会議開催年月日・出席者名簿
２　議会における想定問答集・検討書・報告書・国会議員への説明資料等

1

１については保存期間を満了しており、東京都文書管理規
則第５３条第１項に基づき、廃棄したため。

２については、現に保有しておらず存在しないため。

産業労働局商工部創業支
援課

10 R4.11.7 R4.11.22

２０１５年にＩＰＳＮ（知的財産戦略ネットワーク株式会社）が東京都：ベンチャー商談会支援事業
等各種業務を受託しているが、この受託に関する文書
１　入札・契約関連書類・
２　会議議事録・会議開催年月日・出席者名簿・議会における想定問答集・検討書・報告書・国会議
員への説明資料等

1

１については保存期間を満了しており、東京都文書管理規
則第５３条第１項に基づき、廃棄したため。

２については、現に保有しておらず存在しないため。

産業労働局商工部創業支
援課

11 R4.9.29 R4.11.28
令和２年度東京都商店街チャレンジ戦略支援事業費補助金に係る交付決定の一部取消し及び返還の請
求並びに歳入調定について　ほか25件

62 1
産業労働局商工部地域産
業振興課

12 R4.9.29 R4.11.28
・平成28年度東京都小規模事業経営支援事業費補助金に係る額の確定の一部取消し及び返還の命令に
ついて
・平成29年度中小企業活力向上事業補助金に係る額の確定の一部取消し及び返還の命令について

8 1 1 1 1

・個人に関する情報で特定の個人を識別することができる
もの（他の情報と照合することにより、特定の個人を識別
することができることとなるものを含む。）であるため
・支援事業の支援先や支援内容については、公にすること
によって事業活動に不利益をもたらす恐れがあるため　な
ど
・偽造等の犯罪の予防に支障を及ぼすおそれがあるため。

産業労働局商工部地域産
業振興課
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13 R4.9.29 R4.11.28

・平成13年度内水面漁業活性化施設整備事業により取得した財産処分の承認について
・財産処分承認申請書
・平成21年度島しょ漁業振興施設整備事業により取得した財産処分の承認について
・島しょ漁業振興施設整備事業で設置した施設等の廃棄承認申請書

5 1
産業労働局農林水産部水
産課

14 R4.9.29 R4.11.28
・平成25年度島しょ漁業振興施設整備事業により取得した財産処分の承認について
・平成25年度島しょ漁業振興施設整備事業で設置した施設等の譲渡承認申請書

3 1 1
競争上又は事業運営上の地位その他社会的な地位が損なわ
れると認められることから

産業労働局農林水産部水
産課

15 R4.9.29 R4.11.28
・平成23年度農業・農地を活かしたまちづくり事業により取得した財産の処分の承認について
・平成23年度農業・農地を活かしたまちづくり事業により取得した財産の処分に係る補助金相当額の
返還について

2 1
産業労働局農業振興事務
所農務課

16 R4.9.29 R4.11.28
①「平成23年度農業・農地を活かしたまちづくり事業により取得した財産の処分承認申請書」
②「平成23年度農業・農地を活かしたまちづくり事業により取得した財産の処分の報告について」

3 1 1
当該情報により特定個人が識別される可能性がある情報の
ため

産業労働局農業振興事務
所農務課

17 R4.9.29 R4.11.28
平成27年度都市農地保全支援プロジェクトにより取得した財産の処分に伴う補助金相当額の返還につ
いて　ほか24件

36 1
産業労働局農業振興事務
所振興課

18 R4.9.29 R4.11.28
①平成27年度都市農地保全支援プロジェクトにより取得した財産の処分承認申請書
②平成27年度都市農地保全支援プロジェクトにより取得した財産の処分完了報告について
③補助金等交付財産の処分申出書

7 1 1
当該情報により特定個人が識別される可能性がある情報の
ため

産業労働局農業振興事務
所振興課

19 R4.9.29 R4.11.28

・31産労雇就第1032号「平成27～30年度公益財団法人東京しごと財団に対する補助金の交付決定の一
部取消し、額の再確定及び返還について」における決定文及び通知
・３産労雇就第571号「令和元年度～２年度公益財団法人東京しごと財団に対する補助金の額の再確定
及び返還について」における決定文及び通知

6 1
産業労働局雇用就業部就
業推進課

20 R4.9.29 R4.11.28
30産労雇就第605号「平成29年度公益財団法人東京しごと財団に対する補助金の交付決定の一部取り消
し、額の再確定及び返還について」における決定文及び通知

3 1 1 相手先の事業活動に不利益をもたらす恐れがあるため
産業労働局雇用就業部就
業推進課
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21 R4.9.29 R4.11.28

①令和３年１１月３０日付３産労雇労第1513号「サテライトオフィス設置等補助事業に係る財産処分
の承認について」における決定文及び通知
②令和4年１月３1日付３産労雇労第1879号「サテライトオフィス設置等補助事業に係る財産処分の承
認について」における決定文及び通知

6 1 1
補助対象事業者の事業活動に不利益をもたらす恐れがある
ため

産業労働局雇用就業部労
働環境課

22 R4.9.29 R4.11.28
30産労雇能第1244号「平成３０年度　東京都事業内職業訓練事業補助金（運営費）の辞退届の受理及
び補助金の返還について」における決定文及び通知

3 1 1
補助対象事業者の事業活動に不利益をもたらす恐れがある
ため

産業労働局雇用就業部能
力開発課

23


